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中華人民共和国個人情報保護法及びその仮訳のご紹介 

 

2021 年 8 月 20 日の第十三回全国人民代表大会常

務委員会第三十回会議において、「中華人民共和国個

人情報保護法」（以下「本法」といいます。）が可決

されました。本法は総則、個人情報取扱規則、個人情

報越境域外提供の規則、個人情報取扱活動における個

人の権利、個人情報取扱者の義務、個人情報保護職責

務の履行部門、法的責任及び附則といった内容で、合

わせて全 8 章 74 条から構成され、2021 年 11 月 1 日

より施行されます。 

 

本法は約十年余りを要した起草・検討及び三回の意

見募集稿を経て、中華人民共和国（以下「中国」とい

います。）における初の個人情報に関する個別法とし

て公布以来中国国内及び世界中でも大きな注目を浴び

ています。本ニューズレターでは、本法について、仮

訳を掲載するとともに、各章のポイントをご紹介しま

す。 

 

１ 本法の概要及びポイント 

第一章の総則では、本法が適用される範囲について、

中国国内における個人情報取扱活動に限らず、中国国

外においても、中国国内の自然人の個人情報を取り扱

う場合や、中国国内向けに商品及びサービスを提供す

る場合にも本法が適用される旨が定められており、い

わゆる域外適用が規定されています。中国国外の法人

等が本法の域外適用を受ける場合、中国国内において

専門機関又は代表者を設ける義務が課されています（本

法 53 条）。 

適用範囲 内容 

中国国内 本法 3 条 1 項 

中国国内において自然人の個人情報

を取扱う活動には、本法を適用する。 

中国国外 本法 3 条 2 項 

中国国外において、中国国内の自然人

の個人情報を取扱う活動は、次に掲げ

る一つに該当する場合、本法を適用す

る。 

（1）国内自然人向けに製品又はサー

ビス提供を目的とする場合 

（2）国内自然人の行為を分析、評価

する場合 

（3）法律、行政法規の規定するその

他の事情 

 

第二章の個人情報取扱規則では、個人情報の取扱い

について、法律上、個人からの同意取得が不要である

六つの例外的な場合を規定しており、それ以外の場合

については、本法の規定又は法律、行政法規の規定に

基づき、本人から個別に同意を取得する又は書面によ

る同意を取得する必要があることが規定されています

（本法 14 条）。 

 

類型 内容 

本人からの

同意取得が

不要な場合 

本法 13 条 1 項 

（1）個人を当事者とする契約の締結

又は履行のために必要であり、又は法

に基づき従い制定された労働規定制

度及び法に基づき従い締結された団

体契約に基づき、人事管理のために必

要である場合 

（2）法の定める職責又は義務の履行

のために必須である場合 

（3）突発的な公共衛生事件への対

応、又は緊急事態において、自然人の

生命健康の保護及び財産安全のため

に必須である場合 

（4）公共の利益のための新聞報道、

世論監督等の行為のため、合理的な範

囲内において個人情報を取扱う場合 

（5）本法に基づき合理的な範囲内で

個人が自ら公開し、又はその他の適法

に公開された個人情報を取扱う場合 
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（6）法律、行政法規の規定するその

他の場合 

本人から個

別の同意の

取得 

本法 13 条 2 項 

上記以外の場合に必要 

本人から書

面による同

意の本人か

らの同意の

取得が必要 

本法 14 条 

法律、行政法規に定める場合に必要 

 

本法 29 条 

センシティブ個人情報を取扱う場合、

個人の単独の同意を取得しなければ

ならない。法律、行政法規においてセ

ンシティブ個人情報を取り扱う場合

において、書面の同意を取得しなけれ

ばならない旨が規定されている場合

は、その規定に従う。 

 

第三章の個人情報域外提供に関する規定は、日本を

含む外国の企業にとって注目すべき内容です。今後中

国から個人情報を域外提供する場合には、当局による

安全評価、第三者機関による個人情報保護認証又は当

局の定める契約雛型を用いて受領先と契約を締結され

ることが求められます。 

 

主体 

（本法 40 条） 

域外提供の条件 

（本法 38 条） 

・重要情報インフラ運

営者 

・処理する個人情報が

国家インターネット情

報部門の規定量に達す

る個人情報取扱者  

 

当局による安全評価 

・上記以外の個人情報

取扱者 

（1）第三者機関による個

人情報保護認証 

（2）当局の定める契約雛

型の締結 

 

第四章の個人情報取扱活動における個人の権利に関

する規定は、個人情報の主体には、知る権利、決定す

る権利、拒否権、閲覧権、複製権、訂正権、補充権、削

除権、説明を求める権利等があることを定めています。 

 

第五章の個人情報取扱者の義務に関する規定は、個

人情報取扱者が構築すべき体制、当局から受けるべき

評価、定期的にリスク評価すべきこと、緊急事態発生

時の対応案、受託者に対する管理監督の責任を定めて

います。 

 

第六章の個人情報保護職務の履行部門に関する規定

は、政府部門として遂行すべき責任を定めており、個

人情報保護については、ネットワーク情報部門が統括

することを定めています。 

 

第七章の法的責任に関する規定は、本法に違反した

場合、行政責任として、当局から是正、警告、違法所

得が没収されるほか、企業に対して、100 万元以下の

過料を併科され、また、企業の直接責任を負う主管人

員及びその他の直接責任者に対しては、1 万元以上 10 

万元以下の過料が処されることを定めています。さら

に、情状が重大な場合、5 千万元以下又は前年度の売

上高の 5%以下の過料が科されるなど、直接責任を負う

主管人員及びその他の直接責任者に対しては、10 万元

以上 100 万元以下の過料が科され、かつ一定期間にお

いて関連企業の董事、監事、高級管理人員及び個人情

報保護責任者への就任を禁止する決定が下されること

もできることも定めています。 

 

主体 負いうる行政責任（本法 66 条） 

個 人

情 報

取 扱

者 

違反した場合： 

① 是正を命じる 

② 警告を与える 

③ 違法所得を没収する 

④ アプリケーションソフトについてサー

ビス提供の一時停止又は終了を命じる 

⑤ （是正を拒否した場合）100 万元以下

の過料に処する 

違反の情状が重大な場合： 

① 是正を命じる 

② 違法所得を没収し、併せて 5 千万元以

下又は前年度の売上高の 5%以下の過料

に処する 

③ 関連業務の一時停止又は休業整理を命

じ、関連主管部門に業務許認可又は営業

許可を取り消す 

直 接

責 任

者  

違反して改善しない場合： 

・1 万元以上 10 万元以下の過料に処す

る 

違反の情状が重大な場合： 

・10 万元以上 100 万元以下の過料を処

し、かつ一定期間において関連企業の董

事、監事、高級管理者及び個人情報保護

責任者への就任を禁止する   

また、第七章は、行政責任の他、損害が発生した場

合、民事責任の負担さらに刑法に触れた場合には刑罰

を受ける旨を定めています。 
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２ 中華人民共和国個人情報保護法仮訳 

 

中華人民共和国個人情報保護法仮訳 

（2021 年 8 月 20 日第十三回全国人民代表大会常務委

員会第三十回会議可決） 

 

目次 

第一章 総則 

第二章 個人情報取扱規則 

第一節 一般規定 

第二節 センシティブ個人情報の取扱規則 

第三節 国家機関による個人情報の取扱いに関する特

別規定 

第三章 個人情報域外提供の規則 

第四章 個人情報取扱活動における個人の権利 

第五章 個人情報取扱者の義務 

第六章 個人情報保護職責の履行部門 

第七章 法的責任 

第八章 附則 

 

第一章 総則 

 

第一条 個人情報権益を保護するため、個人情報取扱活

動を規範し、個人情報の合理的な利用を促進するため、

憲法に基づき本法を制定する。 

 

第二条 自然人の個人情報は、法律の保護を受け、いか

なる組織、個人も自然人の個人情報権益を侵害してはな

らない。 

 

第三条 中華人民共和国国内において自然人の個人情報

を取扱う活動には、本法を適用する。 

中華人民共和国国外において、中華人民共和国国内の自

然人の個人情報を取扱う活動は、次に掲げる一つに該当

する場合、本法を適用する。 

（一）国内自然人向けに製品又はサービス提供を目的と

する場合 

（二）国内自然人の行為を分析、評価する場合 

（三）法律、行政法規の規定するその他の事情 

 

第四条 個人情報は、電磁的方法又はその他の方式で記

録し、識別済み又は識別可能な自然人に関連する各種情

報であり、匿名化処理後の情報は含まれない。 

個人情報の取扱いには、個人情報の収集、保存、使用、

加工、移転、提供、公開、削除等を含む。 

 

第五条 個人情報の取扱いは、適法、正当、必要及び信

義誠実の原則を遵守しなければならず、誤導、詐欺、脅

迫等の方法によって個人情報を取扱ってはならない。 

 

第六条 個人情報の取扱いは明確、合理的な目的を有し、

かつ取扱い目的と直接関連し、個人権益に最小限の影響

を及ぼす方法を講じなければならない。 

個人情報の収集は、取扱い目的を実現する最小範囲に限

定しなければならず、過度に個人情報を収集してはなら

ない。 

 

第七条 個人情報の取扱いは、公開性、透明性の原則に

則り、個人情報の取扱規則を公開し、取扱いの目的、方

法及び範囲を明示しなければならない。 

 

第八条 個人情報の取扱いは、個人情報の品質を保ち、

個人情報の不正確性、不完全性により個人権益に不利な

影響を与えることを防止しなければならない。 

 

第九条 個人情報取扱者は、その個人情報の取扱活動に

責任を負い、かつ取扱う個人情報の安全性を保障する必

要な措置を講じなければならない。 

 

第十条 いかなる組織、個人も他人の個人情報を違法に

収集、使用、加工、移転してはならず、また、違法に売

買、提供又は公開してはならない。国家安全、公共利益

に危害を与える個人情報の取扱活動を行ってはならない。 

 

第十一条 国は、健全な個人情報保護制度を構築し、個

人情報権益を侵害する行為を予防し及び取り締り、個人

情報保護の宣伝教育を強化し、政府、企業、関連社会組

織、公衆がいずれも個人情報保護に参与する良好な環境

の形成を推進する。 

 

第十二条 国は、積極的に個人情報保護の国際規則の作

成に参画し、個人情報保護における国際交流及び提携を

促進し、その他の国、地域、国際組織との間において個

人情報保護規則、標準等の相互認証を推進する。 

 

 

第二章 個人情報取扱規則 

第一節 一般規定 

 

第十三条 個人情報取扱者は、次に掲げる事由に該当す

る場合、個人情報を取扱うことができる。 

（一）個人の同意を取得する場合 

（二）個人を当事者とする契約の締結又は履行のために

必要であり、又は法に基づき制定された労働規定制度及
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び法に基づき締結された団体契約に基づき、人事管理の

ために必要である場合 

（三）法の定める職責又は義務の履行のために必須であ

る場合 

（四）突発的な公共衛生事件への対応、又は緊急事態に

おいて、自然人の生命健康の保護及び財産安全のために

必須である場合 

（五）公共の利益のための新聞報道、世論監督等の行為

のため、合理的な範囲内において個人情報を取扱う場合 

（六）本法に基づき合理的な範囲内で個人が自ら公開し、

又はその他の適法に公開された個人情報を取扱う場合 

（七）法律、行政法規が規定するその他の場合 

本法その他の関連規定に基づき個人情報を取扱う場合、

個人から同意を取得しなければならない。ただし、前項

第二号乃至第七号に規定する事由に該当する場合、個人

の同意を取得する必要はない。 

 

第十四条 個人の同意に基づき個人情報を取扱う場合、

当該同意は個人が十分に事情を知ったことを前提として、

自由意思により明確に行わなければならない。法律、行

政法規の規定により、個人情報の取扱いについて個人に

よる個別の同意又は書面による同意が必要な場合、その

規定に従う。 

個人情報の取扱目的、取扱方法、及び取扱う個人情報の

種類に変更が生じた場合、改めて個人の同意を取得しな

ければならない。 

 

第十五条 個人の同意に基づき個人情報を扱う場合、個

人はその同意を撤回する権利を有する。個人情報取扱者

は、利便的な同意撤回方法を提供しなければならない。 

個人の同意の撤回は、同意を撤回する前に個人の同意に

基づき、既に行った個人情報の取扱活動の効力に影響し

ない。 

 

第十六条 個人情報取扱者は、個人が個人情報取扱いに

同意しなかったこと又は同意を撤回したことを理由に、

製品又はサービスの提供を拒否してはならない。 

 

第十七条 個人情報取扱者は、個人情報を取扱う前に、

顕著な方法により、明確かつ理解が容易な言語で真実、

正確、完全に個人に対して次に掲げる事項を告知しなけ

ればならない。 

（一）個人情報取扱者の名称又は氏名及び連絡方法 

（二）個人情報の取扱目的、取扱方法、取扱う個人情報

の種類、保存期間 

（三）個人が本法に規定する権利を行使するための方法

及び手順 

（四）法律、行政法規に規定する告知すべきその他事項 

前項に規定する事項に変更が生じた場合、変更部分を個

人に告知しなければならない。 

個人情報取扱者は、個人情報取扱規則を制定する方法で

第一項に規定する事項を告知する場合、その取扱規則を

公開し、かつ閲覧及び保存しやすいものとしなければな

らない。 

 

第十八条 個人情報取扱者は、個人情報の取扱いにおい

て、法律、行政法規の規定に基づき秘密を保持しなけれ

ばならず、又は告知が必要でない場合、個人に対して前

条第一項に規定する事項を告知しなくてよい。 

緊急事態において、自然人の生命健康及び財産安全を保

護するため、速やかに個人に対して告知できない場合、

個人情報取扱者は緊急状況が解消された後、速やかに告

知しなければならない。 

 

第十九条 法律、行政法規に別段の定めがある場合を除

き、個人情報の保存期限は、取扱目的を実現するため必

要最小限の期間としなければならない。 

 

第二十条 二以上の個人情報取扱者が共同で個人情報の

取扱目的及び取扱方法を決定する場合、各自の権利及び

義務を約定しなければならない。ただし、当該約定は、

個人がいかなる一方の個人情報取扱者に対して本法に規

定する権利の行使の要求にも影響しない。 

個人情報取扱者が共同で個人情報を取扱うことで、個人

情報権益を侵害し損害を与えた場合、法に基づき連帯責

任を負わなければならない。 

 

第二十一条 個人情報取扱者は、個人情報の取扱いを委

託する場合、受託者と委託取扱いの目的、期限、取扱方

法、個人情報の種類、保護措置並び双方の権利及び義務

等について約定し、かつ受託者の個人情報取扱活動に対

して監督を行わなければならない。 

受託者は約定に基づき、個人情報を取扱わなければなら

ず、約定した取扱目的、取扱方法等、個人情報の取扱い

を超えてはならない。委託契約の効力の不発生、無効、

撤回又は終了した場合、受託者は個人情報を個人情報取

扱者に返還し、又は削除しなければならず、これを留保

してはならない。 

個人情報取扱者の同意を取得せずに、受託者は他人に再

委託して個人情報を取扱ってはならない。 

 

第二十二条 個人情報取扱者の合併、分割、解散、破産

宣告等の原因により、個人情報を移転する必要がある場

合、個人に対して受領者の名称又は氏名及び連絡方法を

告知しなければならない。受領者は引続き個人情報取扱

者の義務を履行しなければならない。受領者が元の取扱
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目的、取扱方法を変更する場合、本法の規定に従い、改

めて個人の同意を取得しなければならない。 

 

第二十三条 個人情報取扱者は、他の個人情報取扱者に

対して、その取扱う個人情報を提供する場合、個人に対

して受領者の名称又は氏名、連絡方法、取扱目的、取扱

方法及び個人情報の種類を告知しなければならず、かつ、

個人の個別同意を取得しなければならない。受領者は上

記の取扱い目的、取扱い方法及び個人情報の種類等の範

囲内において個人情報を取扱わなければならない。受領

者が元の取扱い目的、取扱い方法を変更する場合、本法

に規定に従い改めて個人の同意を取得しなければならな

い。 

 

第二十四条 個人情報取扱者は、個人情報を利用して自

動意思決定を行う場合、意思決定の透明度及び結果の公

平性、公正性を保証し、個人の取引価格等取引上の不合

理な差別待遇を行ってはならない。 

自動意思決定の方法で、個人に対して情報発信、営業を

行う場合、同時に当該個人の特徴に特化した選択を提供

してはならず、又は個人に対して利便的な拒絶方法を提

供しなければならない。 

自動意思決定を通して、個人権益に重大な影響を及ぼす

決定を行う場合、当該個人は個人情報取扱者に対して説

明を求める権利を有し、かつ、個人情報取扱者が自動意

思決定の方法のみで決定するのを拒否する権利を有する。 

 

第二十五条 個人情報取扱者は、個人の個別の同意を取

得した場合を除き、その取扱う個人情報を公開してはな

らない。 

 

第二十六条 公共の場において画像収集、個人の身分を

識別する設備を設置するにあたり、公共の安全を維持す

るために必須であり、また、国の関連規定を遵守するた

めに、目立つ位置に注意喚起の標識を設置しなければな

らない。収集した個人の画像、身分識別情報は公共の安

全を維持する目的のみに使用し、その他の目的で使用し

てはならない。ただし、個人の個別同意を取得した場合

を除く。 

 

第二十七条 個人情報取扱者は、合理的な範囲内におい

て個人が自ら公開した又はその他の既に適法に公開され

た個人情報を取扱うことができる。ただし、個人が明確

に拒否した場合を除く。個人情報取扱者は、既に公開さ

れた個人情報を取扱い、個人権益に重大な影響を及ぼす

場合、本法の規定に従い、個人の同意を取得しなければ

ならない。   

 

 

第二節 センシティブ個人情報の取扱規則 

 

第二十八条 センシティブ個人情報とは、いったん漏え

いし又は違法に使用された場合、自然人の人格の尊厳が

容易に侵害され、又は人身、財産の安全に危害を及ぼし

やすい個人情報であり、生体識別、宗教信仰、特定の身

分、医療健康、金融口座、行動歴等の情報、及び 14 歳未

満の未成年の個人情報を含む。 

 特定の目的のみと十分な必要性を有し、かつ厳格な保護

措置を講じる場合に限り、個人情報取扱者はセンシティ

ブ個人情報を取扱うことができる。 

 

第二十九条  センシティブ個人情報を取扱う場合、個人の

個別の同意を取得しなければならない。法律、行政法規

においてセンシティブ個人情報を取扱う場合において、

書面の同意を取得しなければならない旨が規定されてい

る場合は、その規定に従う。 

 

第三十条 個人情報取扱者がセンシティブ個人情報を取

扱うにあたり、本法第十七条第一 項に規定する事項のほ

か、センシティブ個人情報を取扱うことの必要性及び個

人の権益に及ぼす影響を当該個人に告知しなければなら

ない。ただし本法の規定により、個人に対して告知しな

くてよい場合を除く。 

 

第三十一条 個人情報取扱者が 14 歳未満の未成年者の

個人情報を取扱う場合、当該未成年者の父母又はその他

の監護者の同意を取得しなければならない。 

個人情報取扱者は、14 歳未満の未成年者の個人情報を取

扱う場合、専門の個人情報取扱規則を作成しなければな

らない。 

 

第三十二条 法律、行政法規において、センシティブ個

人情報の取扱いについて関連行政許可の取得及びその他

の制限が規定されている場合は、その規定に従う。 

 

 

第三節 国家機関による個人情報の取扱いに関する特別

規定 

 

第三十三条 国家機関が個人情報を取扱う活動には、本

法を適用する。本節に特別規定がある場合は、その規定

を適用する。 

 

第三十四条 国家機関が法の定める職責を履行するため

に個人情報を取扱う場合、法律、行政法規に規定する権
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限、手続に基づき実施しなければならず、法の定める職

責の履行に必要とする範囲及び限度を超えてはならない。 

 

第三十五条 国家機関が法の定める職責を履行するため

に個人情報を取扱う場合、本法に規定する告知義務を履

行しなければならない。ただし、本法第十八条第一項に

規定する事由がある場合、又は告知することで国家機関

による法の定める職責の履行が妨害される場合はこの限

りではない。 

 

第三十六条 国家機関が処理する個人情報は、中華人民

共和国国内で保存しなければならない。国外に提供する

確実な必要性がある場合、安全評価を行わなければなら

ない。安全評価については、関連部門に対して支援及び

協力を求めることができる。 

 

第三十七条 法律、法規が授権した公共事務管理機能を

有する組織が、法の定める職責を履行するために個人情

報を取り扱う場合、本法の国家機関による個人情報の取

扱いに関する規定を適用する。 

 

 

第三章 個人情報の域外提供の規則 

 

第三十八条 個人情報取扱者は、業務等の必要により、

中華人民共和国国外に個人情報を提供する確実な必要性

がある場合、次に掲げる条件のいずれかを具備しなけれ

ばならない。 

（一）本法第四十条の規定に基づき、国家インターネッ

ト情報部門による安全評価に合格すること 

（二）国家インターネット情報部門の規定に従い、専門

機関による個人情報保護認証を行うこと 

（三）国家インターネット情報部門が作成する標準契約

に基づき、国外の受領者と契約を締結し、双方の権利及

び義務を約定すること 

（四）法律、行政法規又は国家インターネット情報部門

が規定するその他の条件 

中華人民共和国が締結又は参加する国際条約、協定にお

いて中華人民共和国国外への個人情報提供について条件

等が規定されている場合は、その規定に従うことができ

る。 

個人情報取扱者は、国外の受領者の個人情報の取扱活動

が本法に規定する個人情報保護の基準を満たすことを保

障するために必要な措置を講じなければならない。 

 

第三十九条 個人情報取扱者が中華人民共和国国外に個

人情報を提供する場合、個人に国外の受領者の名称又は

氏名、連絡方法、取扱目的、取扱方法、個人情報の種類

及び個人が国外の受領者に対して本法に規定する権利を

行使する方法及び手順などの事項を告知し、かつ個人の

個別同意を取得しなければならない。 

 

第四十条 重要情報インフラ運営者と処理する個人情報

が国家インターネット情報部門の規定量に達する個人情

報取扱者は、中華人民共和国国内で収集し、また生成し

た個人情報を国内に保管存しなければならない。確かに

国外に提供する必要性がある場合は、国家インターネッ

ト情報部門による安全評価に合格しなければならない。

法律、行政法規及び国家インターネット情報部門が安全

評価を行わなくともよい旨を規定する場合は、その規定

に従う。 

 

第四十一条 中華人民共和国の主管機関は、外国の司法

機関又は法執行機関から中華人民共和国国内に保管され

ている個人情報の提供を求められた場合、関連法律及び

中華人民共和国の締結又は参加する国際条約、協定に基

づき、又は平等・互恵の原則に基づき、これを取扱うも

のとする。個人情報取扱者は、中華人民共和国国内に保

管されている個人情報を、中華人民共和国の主管機関の

承認なしに、外国の司法機関又は法執行機関に提供して

はならない。 

 

第四十二条 国外の組織、個人が中華人民共和国公民の

個人情報権益を侵害し、又は中華人民共和国の国家安全、

公共利益に危害を及ぼす個人情報取扱活動を行う場合、

国家インターネット情報部門はその者を個人情報提供の

制限又は禁止リストに掲載し、公告し、かつその者に対

して個人情報の提供等を制限、禁止する措置を講ずるこ

とができる。 

 

第四十三条 いずれの国又は地域が個人情報保護に関し

て中華人民共和国に対する差別的な禁止、制限又はその

他の類似する措置を講じた場合、中華人民共和国は、実

際の状況に応じて、当該国又は地域に対して対等の措置

を講ずることができる。 

 

 

第四章 個人情報取扱活動における個人の権利 

 

第四十四条 個人は、その個人情報の取扱いについて知

る権利、決定する権利を享有し、他人による自身の個人

情報の取扱いを制限し、又は拒否する権利を有する。た

だし法律、行政法規に別段の定めがある場合はこの限り

でない。 
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第四十五条 個人は、個人情報取扱者から自己の個人情

報を閲覧し、複製写する権利を有する。ただし本法第十

八条第一項、第三十五条が規定する場合はこの限りでな

い。 

個人が自己の個人情報の閲覧、複製を請求する場合、個

人情報取扱者は速やかに提供しなければならない。 

個人が自らの個人情報をその指定する個人情報取扱者に

移管するよう請求した場合、国家インターネット情報部

門が規定する条件に適合する場合、個人情報取扱者は移

管のためのルートを提供しなければならない。 

 

第四十六条 個人は、自らの個人情報が不正確又は不完

全であることを発見した場合、個人情報取扱者に訂正、

補充を請求する権利を有する。 

個人が自らの個人情報の訂正、補充を請求した場合、個

人情報取扱者はその個人情報を確認し、速やかに訂正、

補充しなければならない。 

 

第四十七条 個人情報取扱者は、次に掲げる事由のいず

れかに該当する場合、自ら個人情報を削除しなければな

らない。個人情報取扱者が削除しない場合、個人は削除

を請求する権利を有する。 

（一）取扱目的が既に達成され、若しくは達成できない

場合、又は取扱目的を達成する必要がなくなった場合 

（二）個人情報取扱者が製品又はサービスの提供を停止

し、又は保存期間が満了した場合 

（三）個人が同意を撤回した場合 

（四）個人情報取扱者が法律、行政法規に違反し、又は

約定に違反して個人情報を取扱った場合 

（五）法律、行政法規の規定するその他の事情 

法律、行政法規に規定する保存期間が満了していない場

合、又は個人情報の削除が技術的に実現困難である場合、

個人情報取扱者は、保存及び必要な安全保護措置の実施

以外の取扱いを停止しなければならない。 

 

第四十八条 個人は、個人情報取扱者に個人情報取扱規

則について説明を求める権利を有する。 

 

第四十九条 自然人が死亡した場合、その親族は自身の

適法、正当な利益のために、死者に関連する個人情報に

対して本章に定める閲覧、複製、訂正、削除等の権利を

行使することができる。ただし、死者が生前に別段の手

配をした場合はこの限りではない。 

 

第五十条 個人情報取扱者は、個人が権利を行使するた

めに、利便的な申請受理及び取扱体制を構築しなければ

ならない。個人の権利の行使を拒否する場合は、理由を

説明しなければならない。 

個人情報取扱者は、個人の権利行使の請求を拒絶した場

合、当該個人は法に基づき人民法院に訴訟を提起するこ

とができる。 

 

 

第五章 個人情報取扱者の義務 

 

第五十一条 個人情報取扱者は、個人情報の取扱目的、

取扱方法、個人情報の種類及び個人の権益に対する影響、

存在しうる安全リスク等に基づき、次の措置を講じて、

個人情報取扱活動が法律、行政法規の規定に適合するこ

と確保し、かつ、授権のない者による個人情報へのアク

セス（翻訳者注：不正アクセス）及び個人情報の漏えい、

改ざん、遺失を防止しなければならない。 

（一）内部管理制度及び運用規程を作成すること 

（二）個人情報に対して分類管理を実施すること 

（三）暗号化や非識別化等の適切な安全技術措置を講ず

ること 

（四）個人情報の取扱いに関する操作権限を合理的に確

定し、かつ定期的に従業員に対し安全教育及び研修を実

施すること 

（五）個人情報安全事件の緊急対応プランを作成し、実

施すること 

（六）法律、行政法規に定めるその他の措置 

 

第五十二条 個人情報の取扱いが国家インターネット情

報部門の規定する数量に達した個人情報取扱者は、個人

情報保護責任者を指定し、個人情報取扱活動及び保護措

置の実施等に対して監督責任を負わなければならない。 

個人情報取扱者は、個人情報保護責任者の連絡方法を公

開しなければならず、かつ個人情報保護責任者の氏名、

連絡方法等を個人情報保護の職責を履行する部門に届出

なければならない。 

 

第五十三条 本法第三条第二項に規定する中華人民共和

国外の個人情報取扱者は、中華人民共和国内に専門機構

又は指定代表者を設置し、個人情報保護の関連事務の処

理に責任を負わせるとともに、関係機構の名称又は代表

者の氏名、連絡先情報等を個人情報保護の職責を履行す

る部門に提出しなければならない。 

 

第五十四条 個人情報取扱者は、個人情報の取扱いに関

する法律、行政法規への遵守状況について、定期的にコ

ンプライアンス監査を行わなければならない。 

 

第五十五条 個人情報取扱者は、次に掲げる事由のいず

れかに該当する場合、事前に個人情報保護の影響評価を

行い、かつその取扱状況を記録しなければならない。 
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（一）センシティブ情報を取扱う場合 

（二）個人情報を利用して自動意思決定を行う場合 

（三）個人情報の取扱いを委託し、他の個人情報取扱者

に個人情報を提供し、個人情報を公開する場合 

（四）国外へ個人情報を提供する場合 

（五）その他個人の権益に重大な影響を及ぼす個人情報

取扱活動 

 

第五十六条 個人情報保護影響評価には次の内容が含ま

れなければならない。 

（一）個人情報の取扱目的、取扱方法等が適法、正当、

必要であるか否か。 

（二）個人の権益に対する影響及び安全リスク 

（三）実施された保護措置が適法、有効であるかどうか、

リスクの程度に相応するかどうか。 

個人情報保護影響評価報告及び取扱い状況記録は、少な

くとも 3 年間保存しなければならない。 

 

第五十七条 個人情報取扱者は、個人情報の漏えい、改

ざん、紛失が発生し、又は発生する可能性がある場合、

直に救済措置を講ずるとともに、個人情報保護の職責を

履行する部門及び個人に通知しなければならない。通知

には次に掲げる事項を含めなければならない。 

（一）個人情報の漏えい、改ざん、紛失が発生し、又は

発生する可能性がある情報の種類、原因及び生じ得る危

害 

（二）個人情報取扱者が実施する救済措置及び個人が取

り得る危害軽減措置 

（三）個人情報取扱者の連絡方法 

個人情報取扱者が措置を講じて情報の漏えい、改ざん、

紛失のもたらす危害を効果的に防止することができた場

合、個人情報取扱者は個人に対して通知しないことがで

きる。個人情報保護の職責を履行する部門は、危害をも

たらす可能性があると判断した場合、個人情報取扱者に

個人に対して通知するよう要求する権利を有する。 

 

第五十八条 重要なインターネットプラットフォームサー

ビスを提供し、利用者数が膨大であり業務類型が複雑な

個人情報取扱者は、次に掲げる義務を履行しなければな

らない。 

（一）国の規定に基づき個人情報保護のコンプライアン

ス制度体系を構築し、外部構成員からなる独立機構を設

置し、個人情報保護の状況を監督する。 

（二）公開性、公平性、公正性の原則を遵守し、プラッ

トフォーム規則を制定し、プラットフォーム内の製品又

はサービスの提供者が個人情報を取扱う場合の規範や個

人情報保護の義務を明確に定める。 

（三）法律、行政法規に重大に違反して個人情報を取り

扱ったプラットフォーム内の商品又はサービス提供者に

対して、サービスの提供を停止する。 

（四）定期的に個人情報保護の社会責任報告を公表し、

社会の監督を受ける。 

 

第五十九条 個人情報の取扱いの委託を受けた受託者は、

本法及び関連法律、行政法規の規定に基づき、必要な措

置を講じて個人情報取扱の安全を保障し、個人情報取扱

者が本法に定める義務の履行に協力しなければならない。 

 

 

第六章 個人情報保護の職責を履行する部門 

 

第六十条 国家インターネット情報部門は、個人情報保

護業務及び関連する監督管理業務の統括及び調整に対し

て責任を負う。国務院の関係部門は、本法及び関連する

法律、行政法規の規定に基づき、各自の職責の範囲内に

おいて、個人情報の保護及び監督管理業務に対して責任

を負う。 

 県級以上の地方人民政府の関係部門の個人情報保護及び

監督管理の職責については、国の関連規定により確定す

る。 

 前二項に規定する部門を総称し、個人情報保護の職責を

履行する部門という。 

 

第六十一条 個人情報保護の職責を履行する部門は次に

掲げる個人情報保護の責務を履行する。 

（一）個人情報保護の広報教育を行い、個人情報取扱者

の個人情報保護業務を指導、監督する。 

（二）個人情報保護に関する苦情、通報を受け付け、処

理する。 

（三）アプリケーションソフト等の個人情報保護状況に

対して検査評価を組織して実施し、検査評価の結果を公

表する。 

（四）違法な個人情報取扱活動に対して調査を行い、処

理する。 

（五）法律、行政法規に定めるその他の職責。 

 

第六十二条 国家インターネット情報部門は、関連部門

との統括及び調整を行い、本法に基づき次に掲げる個人

情報保護業務を執行する。 

（一）個人情報保護に関連する具体的規則、標準を制定

する 

（二）小規模な個人情報取扱者、センシティブ個人情報

の取り扱い及び顔認証、AI 等の新技術、新アプリケーショ

ンについて、専門の個人情報保護規則、標準を制定する。 
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（三）アプリケーションのセキュリティ、利便的な電子

身分認証技術の研究開発及び普及を支持し、オンライン

身分認証公共サービスの構築を推進する。 

（四）個人情報保護の社会化サービスシステムの構築を

推進し、関連機関による個人情報保護評価、認証サービ

スの構築を支持する。 

（五）個人情報保護の苦情、通報に関する業務体制を完

備する。 

 

第六十三条 個人情報保護の職責を履行する部門が個人

情報保護の職責を履行する場合、次に掲げる措置を講ず

ることができる。 

（一）関連当事者に問い合わせ、個人情報取扱活動に関

連する状況を調査する。 

（二）当事者及び個人情報取扱活動に関連する契約、記

録、帳簿及びその他関連資料を閲覧し、複製する。 

（三）現場検査を実施し、違法の嫌疑のある個人情報取

扱活動に対して調査を行う。 

（四）個人情報取扱活動に関する設備、物品を検査する。

違法な個人情報処理活動を行うために用いたことを証明

する証拠である設備、物品は、本部門の主要責任者に書

面で報告し許可を得たうえで、差押さえ、押収すること

ができる。 

個人情報保護の職責を履行する部門が法に従い職責を履

行する場合、当事者は協力し従わなければならず、これ

を拒否しまたは妨害してはならない。 

 

第六十四条 個人情報保護の職責を履行する部門が職責

を履行する過程において、個人情報処理活動に大きなリ

スクがあり、又は個人情報安全事件が発生したことを発

見した場合、規定の権限及び手続に基づき、当該個人情

報取扱者の法定代表者又は主要責任者と面談を行い又は

個人情報取扱者に対し専門機構に委託して個人情報取扱

活動に対して適法性監査を受けるように要求することが

できる。個人情報取扱者は要求に従い措置を講じ、是正

し、隠れた危険を除去しなければならない。 

個人情報保護の職責を履行する部門が職責を履行する過

程において、犯罪の嫌疑のある違法な個人情報取扱を発

見した場合は、速やかに公安機関へ移送し、法に基づき

処理しなければならない。 

 

第六十五条 いかなる組織、個人も違法な個人情報取扱

活動に対して、個人情報保護の職責を履行する部門に苦

情を申し立て、また通報を行う権利を有する。苦情、通

報を受けた部門は法に基づき速やかに処理の上、処理結

果を苦情の申立人、通報者に告知しなければならない。 

個人情報保護の職責を履行する部門は、苦情の申立て、

通報の連絡先を公開しなければならない。 

第七章 法的責任 

 

第六十六条 本法の規定に違反して個人情報を取り扱い、

又は個人情報の取扱いにおいて本法に規定する個人情報

保護の義務を履行しない場合、個人情報保護の職責を履

行する部門は、是正を命じ、警告を与え、違法所得を没

収し、個人情報を違法に取り扱うアプリケーションソフ

トに対して、サービス提供の一時停止又は終了を命じる。

是正を拒否した場合、100 万元以下の過料を併科する。

直接責任を負う主管人員及びその他の直接責任者は、1 万

元以上 10 万元以下の過料を処する。 

前項に規定する違法行為があり、その情状が重大な場合、

省級以上の個人情報保護の職責を履行する部門は是正を

命じ、違法所得を没収し、5 千万元以下又は前年度の売

上高の 5%以下の過料を併科し、かつ関連業務の一時停止

又は休業整理を命じ、関連主管部門に対して業務上の許

認可又は営業許可を取り消すよう通報することができる。

直接責任を負う主管人員及びその他の直接責任者は、10

万元以上 100 万元以下の過料を科し、かつ一定期間にお

いて関連企業の董事、監事、高級管理人員及び個人情報

保護責任者への就任を禁止する決定を下すことができる。 

 

第六十七条 本法に規定する違法行為があった場合、関

連する法律、行政法規の規定に従い、信用ファイルに記

録し、かつ公示するものとする。 

 

第六十八条 国家機関が本法に規定する個人情報保護の

義務を履行しない場合、上級機関又は個人情報保護の職

責を履行する部門は是正を命じる。直接責任を負う主管

人員及びその他の直接責任者に対し、法に基づき処分を

与える。 

個人情報保護の職責を履行する部門の職員が、職務を怠

慢し、職権を濫用し、私利を図るものの、なお犯罪を構

成しない場合は、法に基づき処分を与える。 

 

第六十九条 個人情報取扱活動により個人情報権益を侵

害した個人情報取扱者が自己に過失のないことを証明で

きない場合は、損害賠償等の権利侵害責任を負わなけれ

ばならない。 

前項に規定する損害賠償責任は、個人がこれにより被っ

た損失又は個人情報取扱者がこれにより得た利益に基づ

き確定する。個人がこれにより被った損失及び個人情報

取扱者がこれにより得た利益の確定が困難な場合は、実

際の状況に応じて賠償金額を確定する。 

 

第七十条 個人情報取扱者が本法の規定に違反して個人

情報を処理し、多数の個人の権益を侵害した場合、人民

検察院、法律に規定する消費者組織及び国家インターネッ
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ト情報部門により確定された組織は、法に従い人民法院

に訴訟を提起することができる。 

 

第七十一条 本法の規定に違反し、治安管理に違反する

行為を構成した場合、法により治安管理の処罰を与える。

犯罪を構成する場合は、法に基づき刑事責任を追及する。 

 

 

第八章 附則 

第七十二条 自然人が個人又は家庭の事務により個人情

報を取扱う場合には、本法を適用しない。 

法律が各級の人民政府及びその関係部門が実施する統計、

書類管理における個人情報の取扱いを規定する場合は、

その規定を適用する。 

 

第七十三条 本法における用語の定義は次のとおりであ

る。 

（一）個人情報取扱者とは、個人情報取扱活動において、

処理の目的、処理方法を自ら決定する組織、個人をいう。 

（二）自動意思決定とは、コンピュータプログラムによ

り個人の行為習慣、趣味嗜好又は経済、健康、信用状況

等を自動的に分析し、評価して意思決定を行う活動をい

う。 

（三）非識別化とは、個人情報を処理することで、追加

情報の補助なしには特定の自然人を特定できなくするた

めに、個人情報を処理するプロセスをいう。 

（四）匿名化とは、個人情報を処理することで、特定の

自然人であることを識別できず、かつ復元できないプロ

セスをいう。 

 

第七十四条 本法は、2021 年 11 月 1 日から施行する。 


